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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　評価対象プロセスブロックの生産量処理量指標と消費エネルギー量指標とを入力するデ
ータ入力部と、
　前記生産量処理量指標と前記消費エネルギー量指標とから、単位期間毎のエネルギー原
単位を算出するエネルギー原単位算出部と、
　評価期間における前記単位期間毎のエネルギー原単位の平均値Ｕｅと標準偏差σｅを算
出し、前記標準偏差σｅに基づいて定められる能力指標を、目標とする能力指標としたと
きの標準偏差σｐを求め、平均値Ｕｐ（＝Ｕｅ）と標準偏差σｐとで定められる確率分布
について、所定の基準で定められる下端基準値Ｌｐが、平均値Ｕｅ、標準偏差σｅで定め
られる確率分布の下端基準値Ｌｅと一致するように移動したときの平均値Ｕｐの移動量を
算出し、算出した移動量をエネルギー原単位削減量とする省エネポテンシャル算出部と、
を備えたことを特徴とする省エネルギーポテンシャル評価システム。
【請求項２】
　複数のプロセスブロックについて算出された前記移動量に基づいて、プロセスブロック
に優先順位を付す省エネポテンシャル評価部をさらに備えることを特徴とする請求項１に
記載の省エネルギーポテンシャル評価システム。
【請求項３】
　前記能力指標は、前記標準偏差σｅに加え、エネルギー原単位の上限規格および下限規
格に基づいて定められることを特徴とする請求項１または２に記載の省エネルギーポテン
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シャル評価システム
【請求項４】
　前記上限規格および下限規格は、オペレータの設定、あるいは、過去のエネルギー原単
位の分布とこの分布についての能力指標に基づいて定められることを特徴とする請求項３
に記載の省エネルギーポテンシャル評価システム。
【請求項５】
前記下端基準値Ｌｅは、確率分布における実質的な最小値に対応した値であることを特徴
とする請求項１～４のいずれか１項に記載の省エネルギーポテンシャル評価システム。
【請求項６】
　評価対象プロセスブロックの生産量処理量指標と消費エネルギー量指標とを取得するス
テップと、
　前記生産量処理量指標と前記消費エネルギー量指標とから、単位期間毎のエネルギー原
単位を算出するステップと、
　評価期間における前記単位期間毎のエネルギー原単位の平均値Ｕｅと標準偏差σｅを算
出し、前記標準偏差σｅに基づいて定められる能力指標を、目標とする能力指標としたと
きの標準偏差σｐを求め、平均値Ｕｐ（＝Ｕｅ）と標準偏差σｐとで定められる確率分布
について、所定の基準で定められる下端基準値Ｌｐが、平均値Ｕｅ、標準偏差σｅで定め
られる確率分布の下端基準値Ｌｅと一致するように移動したときの平均値Ｕｐの移動量を
算出し、算出した移動量をエネルギー原単位削減量とするステップと、
を有することを特徴とする省エネルギーポテンシャル評価方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、製造プラント等において、省エネルギー活動の改善箇所の絞り込みに有用な
省エネルギーポテンシャル評価システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、省エネルギーに関する法制度の改正、整備や社会状況等により、一層の省エネル
ギーの要求が高まっている。このため、生産現場では、生産に関連したエネルギーの流れ
を把握することで、どこに無駄があるのかを明らかにして省エネルギー活動を継続推進す
ることが急務となっている。
【０００３】
　このような状況の中、エネルギー管理システムと呼ばれるシステムを導入し、工場の生
産活動におけるエネルギーの可視化に取り組む企業が増えている。エネルギー管理システ
ムで可視化された情報を用いて省エネルギー活動を効率的に行なうためには、改善箇所の
絞り込みを行なうことが重要である。
【０００４】
　改善箇所の絞り込みを行なうためには、工程や装置、設備等毎に省エネルギー効果のポ
テンシャルを評価し、ポテンシャルの高い工程や装置等を省エネルギー活動の対象として
選定することが効果的である。すなわち、より改善の余地がある工程や装置等に対して重
点的に省エネルギー活動を行なうことで、大きな省エネルギー効果を得ることができる。
なお、以降では、省エネルギーポテンシャル評価の対象となる工程や装置、設備等の単位
を「プロセスブロック」と称する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１４－７８１１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
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　しかしながら、重点的に省エネルギー活動を行なうプロセスブロックを選定するにあた
り、省エネルギーポテンシャルを評価する手法は確立されていない。このため、現状では
、単に消費エネルギーやエネルギー原単位が大きいプロセスブロックを選定したり、担当
者の経験や直感でプロセスブロックを選定することが行なわれているに過ぎない。
【０００７】
　省エネルギー活動に対して、期待通りの省エネルギー効果を安定的に得るためには、各
プロセスブロックに対する省エネルギーポテンシャル評価を、一律の基準で客観的に行な
う必要がある。
【０００８】
　そこで、本発明は、統計的手法を用いて省エネルギーポテンシャル評価を一律の基準で
客観的に行なうための技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
上記課題を解決するため、本発明の第１の態様である省エネルギーポテンシャル評価シス
テムは、評価対象プロセスブロックの生産量処理量指標と消費エネルギー量指標とを入力
するデータ入力部と、前記生産量処理量指標と前記消費エネルギー量指標とから、単位期
間毎のエネルギー原単位を算出するエネルギー原単位算出部と、評価期間における前記単
位期間毎のエネルギー原単位の平均値Ｕｅと標準偏差σｅを算出し、前記標準偏差σｅに
基づいて定められる能力指標を、目標とする能力指標としたときの標準偏差σｐを求め、
平均値Ｕｐ（＝Ｕｅ）と標準偏差σｐとで定められる確率分布について、所定の基準で定
められる下端基準値Ｌｐが、平均値Ｕｅ、標準偏差σｅで定められる確率分布の下端基準
値Ｌｅと一致するように移動したときの平均値Ｕｐの移動量を算出し、算出した移動量を
エネルギー原単位削減量とする省エネポテンシャル算出部と、を備えたことを特徴とする
。
　ここで、複数のプロセスブロックについて算出された前記移動量に基づいて、プロセス
ブロックに優先順位を付す省エネポテンシャル評価部をさらに備えることができる。
　また、前記能力指標は、前記標準偏差σｅに加え、エネルギー原単位の上限規格および
下限規格に基づいて定められるようにしてもよい。
　また、前記上限規格および下限規格は、オペレータの設定、あるいは、過去のエネルギ
ー原単位の分布とこの分布についての能力指標に基づいて定められることができる。
また、前記下端基準値Ｌｅは、確率分布における実質的な最小値に対応した値とすること
ができる。
　上記課題を解決するため、本発明の第２の態様である省エネルギーポテンシャル評価方
法は、評価対象プロセスブロックの生産量処理量指標と消費エネルギー量指標とを取得す
るステップと、前記生産量処理量指標と前記消費エネルギー量指標とから、単位期間毎の
エネルギー原単位を算出するステップと、評価期間における前記単位期間毎のエネルギー
原単位の平均値Ｕｅと標準偏差σｅを算出し、前記標準偏差σｅに基づいて定められる能
力指標を、目標とする能力指標としたときの標準偏差σｐを求め、平均値Ｕｐ（＝Ｕｅ）
と標準偏差σｐとで定められる確率分布について、所定の基準で定められる下端基準値Ｌ
ｐが、平均値Ｕｅ、標準偏差σｅで定められる確率分布の下端基準値Ｌｅと一致するよう
に移動したときの平均値Ｕｐの移動量を算出し、算出した移動量をエネルギー原単位削減
量とするステップと、を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、統計的手法を用いて省エネルギーポテンシャル評価を一律の基準で客
観的に行なうための技術が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施形態に係る省エネルギーポテンシャル評価システムと関連システムの構成
を説明するブロック図である。
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【図２】省エネルギーポテンシャル評価システムの動作について説明するフローチャート
である。
【図３】評価内容各種設定処理について説明するフローチャートである。
【図４】プロセスブロックの例を示す図である。
【図５】プロセスブロックの定義例を示す図である。
【図６】エネルギー原単位の分布例を示す図である。
【図７】省エネポテンシャル算出処理について説明するフローチャートである。
【図８】工程能力指数について説明する図である。
【図９】上限規格、下限規格の設定処理について説明するフローチャートである。
【図１０】平均値の移動について説明する図である。
【図１１】評価データの例を示す図である。
【図１２】評価データの例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の実施の形態について図面を参照して説明する。図１は、本実施形態に係る省エ
ネルギーポテンシャル評価システム１００と関連システムの構成を説明するブロック図で
ある。
【００１３】
　本図に示すように、工場等には種々の生産設備２２０が稼働しており、生産制御システ
ム２００が、これら生産設備２２０の制御・監視を行ない、各種の生産プロセスデータを
収集している。生産制御システム２００が収集した生産プロセスデータは、生産プロセス
データベース２４０に蓄積される。生産プロセスデータベース２４０は、各種の生産プロ
セスデータを所定のフォーマットにより時系列で格納している。
【００１４】
　省エネルギーポテンシャル評価システム１００は、生産プロセスデータベース２４０に
蓄積された生産プロセスデータのうち、評価対象プロセスブロックの生産量あるいは処理
量と消費エネルギー量とエネルギー単価を入力し、プロセスブロック毎に省エネルギーポ
テンシャルの評価を行なうシステムである。ただし、エネルギー単価は別経路で入力して
もよい。
【００１５】
　ここで、プロセスブロックは、省エネルギーポテンシャル評価の対象となる工程や装置
等の単位である。プロセスブロックとしては、機械工業ラインのように、ある材料から製
品を製造したり、部品を組み立てたりする製造プラントに含まれる各工程や各装置と、石
油精製プロセスのように、ある材料を１または複数の製品に転化するような製造プラント
に含まれる各工程や各装置とが代表的である。例えば、前者の場合は、製品の生産量を用
いた評価を行ない、後者の場合は材料の処理量を用いた評価を行なうことができる。なお
、材料、製品は中間材料、中間製品を含む概念である。
【００１６】
　省エネルギーポテンシャル評価システム１００は、パーソナルコンピュータやサーバコ
ンピュータ等の汎用的なコンピュータを用いて構成することができ、本図に示すように、
データ入力部１１０、エネルギー原単位算出部１２０、省エネポテンシャル算出部１３０
、省エネポテンシャル評価部１４０を備えている。
【００１７】
　データ入力部１１０は、評価対象プロセスブロックの生産量あるいは処理量と消費エネ
ルギー量とエネルギー単価を入力する。生産量、処理量は、例えば、重量、体積、個数等
とすることができ、消費エネルギー量は、例えば、ジュール換算とすることができ、エネ
ルギー単価は、例えば、ジュール当たりの金額換算とすることができる。
【００１８】
　上述のように、ある材料から製品を製造したり、部品を組み立てたりするようなプロセ
スブロックでは、生産量を入力し、ある材料を１または複数の製品に転化するようなプロ
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セスブロックでは、処理量を入力することができる。
【００１９】
　もちろん、これに限られず、生産量あるいは処理量に対応した別の指標を用いてもよく
、プロセスブロックの特性にあわせた入力データとしてよい。生産量あるいは処理量に対
応した指標を生産量処理量指標と総称する。以下では、生産量あるいは処理量を用いた場
合を例に説明する。消費エネルギー量についても同様に消費エネルギー量に対応した別の
指標を用いてもよく、消費エネルギー量に対応した指標値を消費エネルギー量指標と総称
する。以下では、消費エネルギー量を用いた場合を例に説明する。
【００２０】
　エネルギー原単位算出部１２０は、生産量あるいは処理量と、消費エネルギー量とに基
づいて、所定の集計単位で評価対象プロセスブロックのエネルギー原単位を算出する。こ
こで、エネルギー原単位は、エネルギーに関する生産効率を示す指標値であり、評価対象
プロセスブロックでの消費エネルギー量を、生産量あるいは消費量で割った値である。こ
のため、エネルギー原単位が小さいほど、エネルギーに関する生産効率が優れていること
になる。
【００２１】
　省エネポテンシャル算出部１３０は、プロセスブロック毎に省エネルギーポテンシャル
を算出する。省エネポテンシャル算出部１３０が行なう省エネルギーポテンシャルの算出
方法について後述する。
【００２２】
　省エネポテンシャル評価部１４０は、省エネポテンシャル算出部１３０が算出したプロ
セスブロック毎の省エネルギーポテンシャルに基づいて、評価データ１５０を生成して出
力する。評価データ１５０には、例えば、プロセスブロック毎の省エネルギーポテンシャ
ル、省エネルギー活動を施すべきプロセスブロックの優先順位等を含めることができる。
【００２３】
　次に、上記構成の省エネルギーポテンシャル評価システム１００の動作について図２の
フローチャートを参照して説明する。省エネルギーポテンシャル評価を行なう際には、ま
ず、オペレータから評価内容の各種設定を受け付ける（Ｓ１１）。
【００２４】
　図３は、評価内容各種設定処理（Ｓ１１）について説明するフローチャートである。本
図に示すように、評価内容各種設定処理（Ｓ１１）では、プロセスブロックの定義を受け
付ける（Ｓ１１１）。例えば、図４に示すように石油精製を行なうプラントであれば、Ｌ
ＰＧ製造工程（製造装置）、ＶＡＣ製造工程（製造装置）、ＨＰＵ製造工程（製造装置）
等のそれぞれの工程（装置）をプロセスブロックと定義することができる。プロセスブロ
ックの定義は、評価目的に応じて、オペレータが任意に設定することができる。例えば、
複数個の装置を１つのプロセスブロックにまとめてもよいし、工場単位としたり、部署単
位等とすることもできる。
【００２５】
　また、同じ工程や装置であっても、プロセスブロックを細分化することもできる。例え
ば、図５（ａ）に示すように、ポンプＰ１～Ｐ３を備えた設備において、図５（ｂ）に示
すように、稼働するポンプ台数によって、流量に対するエネルギー原単位の特性が異なる
場合は、ポンプ台数毎にプロセスブロックを定義することができる。
【００２６】
　プロセスブロックが定義されると、それぞれのプロセスブロックと生産プロセスデータ
ベース２４０が出力する生産量・処理量、消費エネルギー量と対応付けることができる。
【００２７】
　図３の説明に戻って、評価内容各種設定処理（Ｓ１１）では、オペレータから評価期間
の設定を受け付ける（Ｓ１１２）。評価期間は、プラントの特性に応じて、例えば、年、
期、月等とすることができ、一般には、最新の期間とする。この場合、最新の生産プロセ
スデータに基づいて、省エネルギーポテンシャルの評価が行なわれることになる。
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【００２８】
　さらに、評価内容各種設定処理（Ｓ１１）では、オペレータからエネルギー原単位算出
単位の設定を受け付ける（Ｓ１１３）。エネルギー原単位算出単位は、評価期間よりも十
分短い期間とし、プロセスブロック毎に最適な値を設定することができる。
【００２９】
　例えば、次々と一連の操作を加えることにより、主として形のある材料を加工したり組
み立てたりして製品を製造する非連続のプロセスであるバッチプロセスの場合は、１バッ
チをエネルギー原単位算出単位とすることができる。この場合、１バッチ毎の生産量と消
費エネルギー量とから、各バッチのエネルギー原単位を算出する。
【００３０】
　また、石油生成プラントや化学プラントのように、材料も製品も、主として液体や気体
などの流体であり、材料が装置の中に連続的に流れ込み、装置の中を流れる間に連続的に
加工され、製品も連続的に装置から流れ出す連続プロセスの場合は、例えば、投入材料変
更等の変更操作から、瞬時エネルギー原単位が安定状態に至るまでの変動期間をエネルギ
ー原単位算出単位とすることができる。この場合、変動期間の処理量と消費エネルギー量
とから、その期間のエネルギー原単位を算出する。なお、変更操作としては、原料銘柄変
更、生産品銘柄毎の生産比率変更、生産品品質変調性等とすることができる。もちろん、
単純に、時間、日等でエネルギー原単位算出単位を設定してもよい。
【００３１】
　図２の説明に戻って、評価用各種設定処理（Ｓ１１）を終えると、各プロセスブロック
に対して省エネルギーポテンシャルの算出を行なう。このため、処理対象とするプロセス
ブロックを設定する（Ｓ１２）。処理対象とするプロセスブロックは、例えば、所定の順
序に従って順次設定することができる。
【００３２】
　次に、データ入力部１１０が、処理対象となったプロセスブロックについて、評価期間
における実績データ、すなわち、生産量あるいは処理量と、エネルギー消費量とを収集す
る（Ｓ１３）。
【００３３】
　そして、エネルギー原単位算出部１２０が、エネルギー原単位算出単位毎にエネルギー
原単位を算出する（Ｓ１４）。エネルギー原単位算出単位は、評価期間に比べて十分短い
ため、評価期間中に多くのエネルギー原単位実績値が得られることになる。エネルギー原
単位実績値は、周辺環境やオペレータの習熟度、その他種々の要因により変動するため、
図６（ａ）に１例を示すような頻度分布を得ることができる。
【００３４】
　具体的には、エネルギー原単位を所定のレンジでランク化し、それぞれのランクに含ま
れるエネルギー原単位の実績値の数を求めることで、エネルギー原単位毎の頻度分布を作
成することができる。一般に、エネルギー原単位毎の頻度分布は、正規分布となることが
想定されるが、正規分布でなくてもかまわない。エネルギー原単位毎の頻度分布を評価デ
ータ１５０に含めて、オペレータに提示するようにしてもよい。
【００３５】
　エネルギー原単位算出単位毎にエネルギー原単位の実績値を算出すると、省エネポテン
シャル算出部１３０が、エネルギー原単位の実績値の平均値Ｕｅと、標準偏差σｅとを算
出する（Ｓ１５）。標準偏差σｅは、エネルギー原単位の実績値のばらつきの程度を示す
値である。本実施形態では、ばらつきの度合いを減らし、かつ、エネルギー原単位の平均
値を下げた状態を想定することで、省エネルギー効果を定量化するようにしている。
【００３６】
　次に、省エネポテンシャル算出部１３０が、処理対象のプロセスブロックの省エネルギ
ーポテンシャルを算出する（Ｓ１６）。図７は、省エネルギーポテンシャル算出処理（Ｓ
１６）を説明するフローチャートである。
【００３７】
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　省エネルギーポテンシャル算出処理では、まず、評価期間のエネルギー原単位実績値の
分布を、正規分布に変換する（Ｓ１６１）。すなわち、図６（ｂ）に示すように、処理（
Ｓ１５）で算出された平均値Ｕｅと標準偏差σｅとで定められる正規分布に変換する。た
だし、正規分布に限られず、他の確率分布を適用してもよい。
【００３８】
　次に、工業製品の品質管理分野において、ある工程の持つ工程能力を定量的に評価する
指標として用いられている工程能力指数Ｃｐの考え方を適用して、エネルギー原単位の上
限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌを設定する（Ｓ１６２）。
【００３９】
　ここで、図８を参照して、工程能力指数Ｃｐについて説明する。工程能力指数Ｃｐは、
図８（ａ）に示すように、Ｃｐ＝（Ｓｕ－Ｓｌ）／（６＊σ）で定義される指数であり、
値が大きいほど製品のばらつきが少なく、望ましい工程能力を持っていることになる。上
限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌは、製品の仕様や許容範囲等によって定められる規格限度であ
る。
【００４０】
　例えば、図８（ｂ）に示すように、工程能力指数ＣｐがＣｐ＞１．６７の場合は、工程
能力は十分すぎると判定することができ、図８（ｃ）に示すように、工程能力指数Ｃｐが
１．６７＞Ｃｐ＞１．３３の場合は、工程能力は十分であると判定することができる。一
方、図８（ｄ）に示すように、工程能力指数Ｃｐが１．３３＞Ｃｐ＞１．００の場合は、
工程能力は十分とはいえないが、まずまずである判定することができ、図８（ｅ）に示す
ように、工程能力指数Ｃｐが１．００＞Ｃｐ＞０．６７の場合は、工程能力は不足してい
ると判定することができる。さらに、０．６７＞Ｃｐであれば（不図示）、工程能力は非
常に不足していると判定することができる。
【００４１】
　一般には、Ｃｐの管理指標値としては、１．３３、１．６７が用いられている。ここで
、Ｃｐ＝１．３３は、上限規格、下限規格で定められる規格限度に収まらない可能性であ
る不良率が６３．３ｐｐｍであり、規格限度（Ｓｕ－Ｓｌ）＝８σのときの値である。ま
た、Ｃｐ＝１．６７は、不良率が０．５７ｐｐｍであり、規格限度（Ｓｕ－Ｓｌ）＝１０
σのときの値である。
【００４２】
　図９のフローチャートを参照して、本実施形態におけるエネルギー原単位の上限規格Ｓ
ｕ、下限規格Ｓｌの設定処理（Ｓ１６２）について説明する。まず、上限規格Ｓｕ、下限
規格Ｓｌは、オペレータが任意に設定することができる（Ｓ１６２１：Ｙｅｓ）。
【００４３】
　この場合、省エネポテンシャル算出部１３０は、オペレータから上限規格Ｓｕ、下限規
格Ｓｌの設定を受け付ける（Ｓ１６２７）。オペレータは、エネルギー原単位の許容範囲
を見積もったり、現状の工程能力指数の見積値から逆算して上限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌ
を設定することができる。
【００４４】
　あるいは、過去のエネルギー原単位の実績値を用いて上限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌを設
定することもできる（Ｓ１６２１：Ｎｏ）。この場合は、オペレータから過去の実績値を
用いる期間である基準期間の設定を受け付ける（Ｓ１６２２）。
【００４５】
　基準期間の設定を受け付けると、基準期間における実績データ、すなわち、生産量ある
いは処理量と、エネルギー消費量とを収集し（Ｓ１６２３）、エネルギー原単位算出単位
毎にエネルギー原単位を算出する（Ｓ１６２４）。そして、基準期間におけるエネルギー
原単位の実績値の平均値Ｕｂと標準偏差σｂとを算出する（Ｓ１６２５）。
【００４６】
　過去のエネルギー原単位の実績値を用いて上限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌを設定する場合
は、上限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌは、平均値Ｕｂから等距離にあるものとし（すなわち、
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ｂ＝（Ｓｕ－Ｓｌ）／（６＊σｂ）から逆算して、上限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌを設定す
る（Ｓ１６２６）。
【００４７】
　例えば、基準期間が、省エネルギー対策がまったく行なわれていない期間であれば、基
準値Ｃｐｂを０．６７と設定することができ、省エネルギー対策について平均的な期間で
あれば基準値Ｃｐｂを１．００と設定することができる。また、省エネルギー効果が表わ
れている期間であれば、基準値Ｃｐｂを１．３３や１．６７と設定することができる。
【００４８】
　図７の説明に戻って、上限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌが設定されると（Ｓ１６２）、設定
された上限規格Ｓｕ、下限規格Ｓｌ、評価期間の標準偏差σｅを用いて、評価期間の省エ
ネ能力指標Ｃｅを算出する（Ｓ１６３）。省エネ能力指標Ｃｅは、工程能力指標Ｃｐと同
様に、Ｃｅ＝（Ｓｕ－Ｓｌ）／（６＊σｅ）で求めるものとする。
【００４９】
　そして、算出された省エネ能力指標Ｃｅが目標値を超えているかどうかを判断する（Ｓ
１６４）。ここで、目標値Ｐは、工程能力指数の管理指標値と同様に、能力として十分で
あると判断できる１．３３、１．６７等を用いることができる。ここでは、目標値Ｐを１
．６７とする。
【００５０】
　算出された省エネ能力指標Ｃｅが目標値Ｐを超えている場合（Ｓ１６４：Ｙｅｓ）には
、そのプロセスブロックは、十分に省エネルギー活動が進んでおり、これ以上の省エネル
ギーを進めることは困難であるとして、エネルギー削減コスト原単位を０と設定する（Ｓ
１６９）。なお、エネルギー削減コスト原単位は、そのプロセスブロックの省エネルギー
活動を進めることで期待される生産量あるいは処理量当たりのコストの削減量である。本
実施形態では、エネルギー削減コスト原単位の大小で省エネルギーポテンシャルを表わす
ようにしている。
【００５１】
　算出された省エネ能力指標Ｃｅが目標値Ｐを超えていない場合（Ｓ１６４：Ｎｏ）には
、省エネ能力指標Ｃｅを目標値Ｐと仮定したときの、評価期間の標準偏差である目標標準
偏差σｐを算出する（Ｓ１６５）。すなわち、Ｐ＝（Ｓｕ－Ｓｌ）／（６＊σｐ）から目
標標準偏差σｐを算出する。
【００５２】
　この処理は、評価期間のエネルギー原単位分布に対応した正規分布に対して、エネルギ
ー原単位の平均値は同じで、ばらつきを小さくした正規分布を求めることを意味している
。すなわち、図１０（ａ）に示すように、平均値Ｕｅ、標準偏差σｅの評価期間のエネル
ギー原単位分布に対応した正規分布に対して、平均値Ｕｐ（＝Ｕｅ）、標準偏差σｐ（＜
σｅ）の目標正規分布が描かれることになる。
【００５３】
　次に、評価期間正規分布と目標正規分布のそれぞれについて、図１０（ａ）に示すよう
に、下端基準値を設定する（Ｓ１６６）。ここで、下端基準値は、その分布におけるエネ
ルギー原単位の実質的な最小値に対応した値である。ここでは、９５％の信頼区間を採用
して、下端側の２．５％点を下端基準値とする。
【００５４】
　平均値ｕ,標準偏差σの正規分布ｆ（ｘ）は［数１］と表わすことができるため、下端
側の２．５％点を下端基準値とした場合、評価期間正規分布の下端基準値Ｌｅは、Ｌｅ＝
Ｕｅ－１．９６σｅで求められ、目標正規分布の下端基準値Ｌｐは、Ｌｐ＝Ｕｐ－１．９
６σｐで求められる。
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【数１】

　そして、図１０（ｂ）に示すように、目標正規分布の下端基準値Ｌｐが、評価期間正規
分布の下端基準値Ｌｅと一致するように、目標正規分布を平行移動させたときの平均値の
移動量を算出する（Ｓ１６７）。平均値の移動量は、評価期間のエネルギー原単位のばら
つきを小さくして、さらに、エネルギーに関する生産効率を向上させたときの平均的なエ
ネルギー原単位の削減量を表わすことになる。すなわち、そのプロセスブロックにおける
エネルギー原単位削減のポテンシャルである。
【００５５】
　平行移動ささせたときの目標正規分布の平均値をＵｐｍとすると、Ｕｐ（＝Ｕｅ）から
Ｕｐｍまで平行移動させた後の目標正規分布ｈ（ｘ）は、［数２］と表わすことができる
。

【数２】

　この場合の、目標正規分布の平均値の移動量（Ｕｐ－Ｕｐｍ）は、下端側の２．５％点
を下端基準値として、（Ｕｐ－Ｕｐｍ）＝１．９６（σｅ－σｐ）で求めることができる
。すなわち、目標正規分布の平均値の移動量は、評価期間正規分布の標準偏差σｅと目標
正規分布の標準偏差σｐが得られると即座に算出することができる。
【００５６】
　目標正規分布の平均値の移動量は、そのプロセスブロックにおけるエネルギー原単位削
減のポテンシャルであるため、平均値の移動量に、エネルギー単価を乗じることで、その
プロセスブロックにおけるエネルギー削減コスト原単位を算出する（Ｓ１６８）。上述の
ように、本実施形態では、エネルギー削減コスト原単位を省エネルギーポテンシャルとし
ている。これにより、省エネルギーポテンシャルを一律の基準で定量的に評価できるよう
になる。
【００５７】
　以上、省エネルギーポテンシャルの算出処理（Ｓ１６）について説明した。図２の説明
に戻って、省エネルギーポテンシャルの算出を終えていないプロセスブロックがある場合
（Ｓ１７：Ｙｅｓ）には、未処理のプロセスブロックの中から処理対象のプロセスブロッ
クを設定し（Ｓ１２）、省エネルギーポテンシャルを算出する処理を繰り返す。
【００５８】
　すべてのプロセスブロックについて省エネルギーポテンシャルの算出を終えると（Ｓ１
７：Ｎｏ）、評価データ１５０の作成と出力を行なう（Ｓ１８）。評価データ１５０には
、例えば、図１１（ａ）に示すようなプロセスブロック毎のエネルギー削減コスト原単位
や、図１１（ｂ）に示すようなプロセスブロック毎の消費エネルギー量や、図１１（ｃ）
に示すようなプロセスブロック毎のエネルギー原単位分布図を含めることができる。
【００５９】
　また、図１２に示すように、プロセスブロック毎に削減コストを算出して視覚的に表示
するようにしてもよい。ここで、エネルギー削減コストは、プロセスブロック毎のエネル
ギー削減コスト原単位に、そのプロセスブロックにおける平均的な生産量あるいは処理量
を乗じたものである。
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【００６０】
　さらに、評価データ１５０には、省エネルギー活動を行なうプロセスブロックの優先順
位を含めることができる。優先順位は、例えば、エネルギー削減コスト原単位あるいはエ
ネルギー削減コストが大きいプロセスブロックほど優先順位が高くなるように定めること
ができる。エネルギー削減コスト原単位あるいはエネルギー削減コストが同じ場合には、
例えば、消費エネルギーが大きいプロセスブロックほど優先順位を高くすることができる
。
【００６１】
　消費エネルギーも同じ場合には、例えば、評価期間正規分布の標準偏差σｅが大きいプ
ロセスブロック、すなわち、エネルギー原単位のばらつきが大きいプロセスブロックほど
優先順位を高くすることができる。
【００６２】
　このように、省エネルギー活動を行なうプロセスブロックの優先順位を評価データ１５
０に含めることにより、オペレータは、どのプロセスブロックが省エネルギー活動を効率
的に行なえるかを把握することができるため、改善箇所の絞り込みを容易に行なうことが
できるようになる。
【符号の説明】
【００６３】
１００…省エネルギーポテンシャル評価システム、１１０…データ入力部、１２０…エネ
ルギー原単位算出部、１３０…省エネポテンシャル算出部、１４０…省エネポテンシャル
評価部、１５０…評価データ、２００…生産制御システム、２２０…生産設備、２４０…
生産プロセスデータベース

【図１】 【図２】
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